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１ 計画策定の意義 

当市のまちづくりは、理想の都市「人間環境都市」の実現にあるが、これは豊かな自然と調和し

た文化の薫り高く潤いのある快適な環境の中で、すべての市民が持てる能力を発揮しながら共にい

きいきと暮らし、未来に向かってたくましく歩むまちをつくることである。 

市民の健康で快適な潤いのある生活環境の創造と、将来にわたる地球規模の資源枯渇の問題を考

えるとき、近年の大量生産、大量消費、大量廃棄型の生活様式を見直し、循環型社会を形成してい

く必要がある。そのためには、社会を構成する全ての主体がそれぞれの立場でその役割を認識し、

履行していくことが大切である。 

また、我が国の廃棄物処理は、最終処分場のひっ迫からほとんどの自治体が焼却を中心としたご

み処理を推進してきたが、当市においては、今日まで比較的最終処分場に恵まれているものの、こ

のまま埋立処理を継続していくと、将来的には最終処分場の確保が困難になることは明白である。 

本計画は、このような状況のなか、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律

（以下「容器包装リサイクル法」という）第８条に基づいて一般廃棄物の大宗を占める容器包装廃

棄物を分別収集し、容器包装廃棄物の４Ｒ（リデュース、リフューズ、リユース、リサイクル）を

推進するとともに、限りある資源の有効活用と、最終処分量の削減を図る目的で、市民・事業者・

行政それぞれの役割と責任を明確化し、具体的な推進方策を明らかにするとともに、関係者が一体

となって取り組むべき方針を示したものである。 

本計画の推進により、容器包装廃棄物の減量化を推進するとともに、最終処分場をはじめとする

廃棄物処理施設の延命化が図られるものである。 

 

２ 基本的方向 

本計画を実施するに当たっての基本的方向を以下に示す。 

○  「人間環境都市」にふさわしい環境教育の充実 

○  市民参加型のごみ減量とリサイクル運動の積極的推進 

○  市民・事業者・行政が一体となったごみ排出抑制、資源再利用の取り組みの促進 

 

３ 計画期間 

本計画の計画期間は平成２９年４月を始期とする５年間とし、３年ごとに改定する。 

 

４  対象品目 

本計画は、容器包装廃棄物のうち、スチール製容器、アルミ製容器、ガラス製容器（無色、茶色、

その他）、飲料用紙製容器、段ボール、紙製容器包装、ペットボトル、プラスチック製容器包装を

対象とする。 
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５ 各年度における容器包装廃棄物の排出量の見込み（法第８条第２項第１号） 

                                         （単位：t/年） 

 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 

容器包装廃棄物 9,000 8,940 8,906 8,840 8,754 

 

６ 容器包装廃棄物の排出抑制のための方策に関する事項（法第８条第２項第２号） 

今日のごみ問題は、生産・流通・消費におけるそれぞれの段階での要因が複合して発生するとこ

ろにある。このため、ごみの減量を図るには、市民・事業者・行政の役割分担を明確にし、排出抑

制に取組んでいく必要があると考え、その役割分担は次のとおりとする。 

 
  
市 

 

 

民 

・ごみの排出量を現状より少しでも減らすように努める 

・修理して大切に使う生活習慣確立などライフスタイルの見直しを図るように努める 

・買い替え時には、市の処理が困難となる不用品を販売店等に引き取ってもらうよう努める 

・使い捨て商品の使用を自粛し、自主的なマイ箸、マイボトルなどの使用や、過剰包装の辞

退などに努める 

・買い物に際しては、マイバスケット、マイバッグなどを持参するように努める 

・トイレットペーパーなどは再生品を使用するように努める 
 
  

 

事 

 

 

 

業 

 

 

 

者 

・廃棄物の回収体制の整備など自己処理を積極的に進めるとともに、排出抑制など減量化を

念頭に置いた事業活動を行うように努める 

・トレイ・ペットボトルなど使い捨て容器の使用抑制と自主回収、資源化に努める 

・バラ売りの拡大や過剰包装の抑制、包装の簡素化に努める 

・再生可能な容器は、再利用を行うとともに、梱包材など流通包装廃棄物の回収・再利用に

努める 

・製品などが廃棄物となった場合にその適正処理が困難とならないようにするとともにリサ

イクル可能な商品の販売に努める 

・市民が耐久消費財などの買い替えに際しては、市の処理困難となる不用品を引き取るとと

もに、修理体制を充実させる 

・リターナブル容器、再生資源、再生製品の積極的な利用に努める 

・ノーレジ袋運動を推進する 

・上質古紙の自主回収、資源化に努める 
 
  

 

行 

 

 

 

 

 

政 

・市民・事業者・行政の役割分担を明確にし、排出抑制を含めた減量に関する計画的な施策

の推進に努める 

・ごみの減量､再資源化について､啓蒙･広報活動を強化し､市民の意識啓発に一層努める 

・ごみ問題の学習と啓発を推進するため、環境教育副読本を活用するなどした次世代市民へ

の出前講座の充実を図る。 

・事業者に対する減量化計画の策定や資源物の適正なリサイクルについて指導を徹底するな

ど事業系ごみ排出抑制対策を講ずる 

・再生可能な物の回収制度、不用品の引き取り制度等について事業者に対して指導、情報提

供などを行う 

・簡易包装化の促進、使い捨て商品の自粛等の抑制方策について、市民・事業者と協議のう

え検討を進める 

・庁用品、公共事業における再生品の使用に一層努める 
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さらに、市民・事業者・行政の協力体制と連携を推進するため、次の方策を考える。 

(1) ごみ処理対策を全市的に展開するため、市民参加の廃棄物減量等推進審議会を活用する 

(2) 町内会等と連携をとり、清掃事業の普及活動を支援するネットワークをつくる 

(3) 出前講座やイベント等の内容の充実を図り、市民の意見反映や意識啓発に努める 

  また、全市の春・秋の大掃除月間等により環境美化に努める 

 

７ 分別収集をするものとした容器包装廃棄物の種類及び当該容器包装廃棄物の収集に係る分別の種

類の区分（法第８条第２項第３号） 

当市における最終処分場の残余容量、処理施設の状況及び再商品化計画を総合的に勘案し、分別

収集をする容器包装廃棄物の種類を下記左欄のように定める。 

また、市民の協力度、収集体制等を勘案し収集に係る分別の区分を下表右欄のとおりとする。 

分別収集する容器包装廃棄物の種類 収集に係る分別の区分 

主としてスチール製の容器 

主としてアルミ製の容器 
缶 

主として 

ガラス製 

の容器 

無色のガラス製容器 

茶色のガラス製容器 

その他のガラス製容器 

 

ガラスびん 

主として紙製の容器であって飲料を充てんするた

めのもの（原材料としてアルミニウムが利用され

ているものを除く） 

 

飲料用紙パック 

主として段ボール製の容器 段ボール 

主として紙製の容器包装であって上記以外のもの 
紙類 

（紙パック、段ボール以外の紙製容器包装） 

主としてポリエチレンテレフタレート(ＰＥＴ)製

の容器であって飲料、しょうゆ等を充てんするた

めのもの 

 

ペットボトル 

主としてプラスチック製の容器包装であって上記

以外のもの 

ペットボトル以外のプラスチック製容器包装 
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８ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び第２条第６項に規定

する主務省令で定める物の量の見込み（法第８条第２項第４号） 

                                        （単位：t/年） 

 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 

主としてスチール製の容

器 
253 251 250 249 246 

主としてアルミ製の容器 266 264 263 261 259 

無色のガラス製容器 361 363 366 367 368 

(引渡量) 

361 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

363 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

366 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

367 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

368 

(独自処理量) 

0 

茶色のガラス製容器 396 398 402 403 404 

(引渡量) 

396 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

398 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

402 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

403 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

404 

(独自処理量) 

0 

その他のガラス製容器 207 208 209 211 210 

(引渡量) 

197 

(独自処理量) 

10 

(引渡量) 

198 

(独自処理量) 

10 

(引渡量) 

199 

(独自処理量) 

10 

(引渡量) 

201 

(独自処理量) 

10 

(引渡量) 

200 

(独自処理量) 

10 

主として紙製の容器であ

って飲料を充てんするた

めのもの 

 

38 
 

47 

 

55 

 

67 

 

78 

主として段ボール製の容

器 
1,745 1,733 1,727 1,714 1,697 

主として紙製の容器包装

であって上記以外のもの 

878 952 1,027 1,098 1,165 

(引渡量) 

0 

(独自処理量) 

878 

(引渡量) 

0 

(独自処理量) 

952 

(引渡量) 

0 

(独自処理量) 

1,027 

(引渡量) 

0 

(独自処理量) 

1,098 

(引渡量) 

0 

(独自処理量) 

1,165 

主としてポリエチレンテ

レフタレート(ＰＥＴ)製

の容器 

599 601 605 607 608 

(引渡量) 

599 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

601 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

605 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

607 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

608 

(独自処理量) 

0 

主としてプラスチック製

の容器包装であって上記

以外のもの(白色トレイ

含む) 

 

2,402 2,446 2,499 2,540 2,576 

(引渡量) 

2,402 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

2,446 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

2,499 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

2,540 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

2,576 

(独自処理量) 

0 

 （うち白色

トレイ） 
0 0 0 0 0 

(引渡量) 

0 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

0 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

0 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

0 

(独自処理量) 

0 

(引渡量) 

0 

(独自処理量) 

0 
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９ 各年度において得られる分別基準適合物の特定分別基準適合物ごとの量及び第２条第６項に規定

する主務省令で定める物の量の見込みの算定方法 

①直近年度の分別基準適合物量の積算 

②容器包装廃棄物の見込み量を積算（＝ごみ質別排出量×組成分析結果構成比） 

③容器包装廃棄物の排出見込み率の積算（＝（①＋②－残渣量）÷ごみ量） 

④分別基準適合物の排出見込み量の積算（＝各年度ごみ見込み量×③） 

⑤分別基準適合物見込み量の積算（＝④×分別排出率） 

 

１０ 分別収集を実施する者に関する基本的な事項（法第８条第２項第５号） 

分別収集は、現行の収集体制を活用して行う。 

平成２２年４月から実施したプラスチック製容器包装を含めたプラスチック類、平成２５年７月

から実施した紙製容器包装を含めた紙類の分別収集を引き続き行う。 

また、段ボールについては、町内会等の住民団体による集団回収での取組みについて、奨励金の

助成などにより積極的に支援し、集団回収団体による収集を促進する。 

 

分別収集の実施主体 

分別収集する容器 

包装廃棄物の種類 

収集に係る 

分別の区分 
収集・運搬段階 

選別・保管等 

段 階 

金 

属 

スチール製容器 

アルミ製容器 
缶 類 委託業者の指定日回収 市 

ガ 

ラ 

ス 

無色のガラス製容器 

茶色のガラス製容器 

その他のガラス製容器 

 

びん類 

 

委託業者の指定日回収 

 

市 

 

紙 

 

類 

飲料用紙製容器 紙パック 委託業者の指定日回収 市 

段ボール 段ボール 住民団体による集団回収 民間業者 

その他の紙製容器包装 紙 類 委託業者の指定日回収 民間業者 

 
プ 
ラ 
ス 
チ 
ッ 
ク 

ペットボトル ペットボトル 委託業者の指定日回収 市 

その他プラスチック製容器

包装(白色トレイ含む) 

プラスチック 

製容器包装 
委託業者の指定日回収 民間業者 
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１１ 分別収集の用に供する施設の整備に関する事項（法第８条第２項第６号） 

現在、当市では、缶・びん・紙パック・ペットボトルを資源物として分別収集し、民間委託を行

っている苫小牧市資源化センターで選別・圧縮・梱包・保管している。 

プラスチック製容器包装廃棄物については、資源物として分別収集し、民間業者で選別・圧縮梱

包保管等の中間処理を行っている。 

紙製容器包装廃棄物については、紙類の資源物として分別収集し、民間業者で再商品化を行う。 

また、段ボールについては、現在、実施している町内会等の住民団体による集団回収での取組み

による資源化を推進する。 

分別収集の用に供する施設整備計画 

分別収集する容器 

包装廃棄物の種類 

収集に係る 

分別の区分 
収集容器 収  集  車 中 間 処 理 

スチール製容器 
缶 類 

市販袋 

（透明・半透明） 

プレスパッカー車 

又はパッカー車 

資源化センター 

（選別･圧縮･保管施設） アルミ製容器 

無色のガラス製容器  

びん類 
市販袋 

（透明・半透明） 

プレスパッカー車 

又はパッカー車 

資源化センター 

（選別･保管施設） 
茶色のガラス製容器 

その他のガラス製容器 

飲料用紙製容器 紙パック ひもで縛る 
プレスパッカー車 

又はパッカー車 

資源化センター  

（保管施設） 

段ボール 段ボール 民間業者の住民団体による集団回収 

その他の紙製容器包装 紙 類 
市販袋 

（透明・半透明） 

プレスパッカー車 

又はパッカー車 

民間業者 

（保管・再商品化） 

ペットボトル ペットボトル 
市販袋 

（透明・半透明） 

プレスパッカー車 

又はパッカー車 

資源化センター 

（圧縮･梱包･保管施設） 

その他のプラスチック

製容器包装 

プラスチック

製容器包装 

市販袋 

（透明・半透明） 

プレスパッカー車 

又はパッカー車 

民間業者 

（圧縮･梱包･保管施設） 

 

 

１２ その他容器包装廃棄物の分別収集の実施に関し重要な事項（法第８条第２項第７号） 

（１） 減量化・資源化等についての審議の推進 

一般廃棄物の減量等に関する事項を審議するため、市民・経済団体・市民活動団体等で構成さ

れる「苫小牧市廃棄物減量等推進審議会」（平成７年９月設置）に、廃棄物の適正処理と容器包

装廃棄物の分別収集を効率的に進めていくため、廃棄物の減量化・資源化等に関する意見を求め

るなど、推進体制の活用を図る。 
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（２）集団回収の促進 

町内会及び各種団体等における自発的な集団回収を推進し、効率的に実施されるよう、回収団

体の登録を行い、団体の実態を把握するとともに団体相互の情報交換と連携強化を図る。 

今後、奨励金の見直しや品目の拡大などを検討し、集団回収への積極的な参加及び利用拡大を

図る。また、集団回収のさらなる促進に向け「リサイクルハウス」の設置助成を継続して実施す

る。 

（３）意識啓発活動 

分別排出及び排出抑制に関するパンフレットの作成・配布、ホームページや広報紙への掲載な

どＰＲ活動のほか、出前講座やイベントによる周知等の実施により、ごみの減量やリサイクルに

対する市民の理解を深め分別意識の浸透を図るなど、市民の分別・適正排出やリサイクルに関す

る意識啓発に努める。 

（４） 次世代市民への環境教育の充実 

小中学校の環境教育副読本を作成・活用し、教育現場における出前講座を実施することで、環

境教育の充実を図る。 

（５） リサイクルプラザの市民開放による意識啓発 

ごみの減量とリサイクルについての情報収集のほか、リサイクル体験や学習のできる場として、

粗大ごみ修理品の展示・販売、リサイクル製品・環境学習教材の展示や古本のリユース、生ごみ

堆肥化講習会などを実施するほか、リサイクル活動団体のイベント開催や交流の場として、リサ

イクルプラザを市民開放し、リサイクル推進に関する情報の発信・市民の意識啓発を図る。 

（６） 事業系ごみの分別の徹底 

許可業者により収集されている事業系のごみに関し、許可業者、事業所等に対し分別の徹底を

促すため、パンフレットの配布やセミナーを開催するなどにより、資源物の有効活用の協力を求

める。 

また、事業者への訪問調査及びアンケート調査結果を基に、それぞれの業態に合った分別・処

理方法の適切な指導・助言を行い、排出状況によって減量計画書の提出を求める。さらに、収集

運搬許可業者と連携した事業系ごみの内容調査の実施及び商店街やオフィスビルなど複数の事

業者を対象に、古紙類などの資源を保管することができる「事業系分別ハウス」の設置助成等を

実施し、ごみの適正な分別とリサイクルの推進を図る。 

 


